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はじめに
アジアにおける環境問題を考える上で，中国（中華人民共和国）の経済発
展，及び環境政策は極めて大きな影響を及ぼしている。また，1950年～1960
年代にかけて中国と対立していた米国の大きな経済支援を受けた台湾も工業，
農業分野におけるアジアの経済モデルとなった経緯もあり，現在の中国経済
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発展における重要な立場にある。
一方，世界の物質的な豊かさを求める総需要は年々増加しており，莫大な
工業製品が必要となってきている。この需要の拡大は，主要な供給源となっ
ている中国をはじめとするBRICS諸国の経済発展を導いている。しかし，
世界の資源の採取能力には限界があり，一時的な供給不足状態を招いている。
この結果，資源が高騰し，工業原料の調達環境が一層厳しくなっている。さ
らに，経済成長によってBRICS国内の工業製品に関する需要も大きくなっ
ており，国内への供給も急激に増加している。すなわち，国内に供給される
製品が，国内に多くの資源をストックさせているとも考えられる。
このような状況を踏まえて中国では，経済成長の阻害要因となる資源不足
を解決するために，先進諸国で邪魔物となっている廃棄物を輸入し，資源を
取り出すマテリアルリサイクルが盛んに行われている。これにより，先進国
で発生する多くの廃棄物は，中国では「再生資源」と位置づけされ，所謂
｢有価物」となっている。但し，マテリアル処理能力以上に大量の廃棄物が
輸入され，環境保全への配慮が欠落することもあり，深刻な環境汚染を発生
させている。代表的な問題は，金属材料と有機材料とを分離する際に安易に
行われる廃棄物資源の野焼きである。また，日本から輸入された廃棄物に多
くの有害物質が意図的に混入されている事件も発生し，国内の環境保全の対
策も重要性を増している。資源政策上，注目されることとして，中国国内に
製品となってストックされた資源が，何れ廃棄物となって発生することを想
定し，将来マテリアルリサイクルされる量を資源調達計画に含めて検討され
ていることである。このマテリアルリサイクルが実施されれば，計画的な資
源循環型社会を構築することになる。しかし，この計画は，現在の経済的価
値のみが考えられたものであり，例えば，ヴァージン原料が安価となった場
合，再生資源は単なる廃棄物となってしまう。中国におけるマテリアルリサ
イクルの法政策の行方は，今後進展が予想されるサーマルリサイクルも含め
てわが国の産業活動にも大きな影響を与える可能性が高いため十分に検討し
ておく必要性がある。
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本論文では,，廃棄物を再生して資源とするマテリアルリサイクルの国際
的な現状を踏まえて，中国における現状と課題を検討し，わが国の取るべき
対応を論じた。
中国の現状
１先進諸国との関連
（１）経済成長
中国は，欧州，米国，日本等世界各国へ多くの工業製品を輸出しており，
急激に市場経済が進んでいる。国内総生産の成長率は，2000年前後は，７～
８％，2003年以降は２桁成長が続いており2006年の実質成長率は10.7％に上
っている。国内総生産額は約20兆9,400億元（約320兆円）に達している。市
場規模も世界で第３位の規模に膨れあがっている。他のBRICSの国々と比
較しても国内総生産率の伸びが高く，国際的にも注目されている（表ｌ参
照)。
2001年12月11日に，ＷＴＯ（WorldTradeOrganization）に加盟したこ
（１）
と|こより，「貿易と環境｣，「農業｣，「貿易に関わる知的財産権の保護｣，「貿
易関連投資措置」など国際的取り組みに従うこととなった。しかし，貿易摩
擦問題や莫大な資金を背景にした世界各地での資源獲得など国際経済に大き
な影響をもたらし，2007年２月２日には米国が，ＷＴＯ（WorldTradeOr‐
ganization）に対して，中国が自国の産業（鉄鋼，ＩＴなど多くの産業）を
補助金で過剰に保護しているとして提訴している。工業生産に関して十分な
環境汚染防止が図られなければ，エコダンピングとも見なされかねず，不公
（２）
平な貿易として扱われる可肯E性さえある。
また，１３億人以上の人口（13億631万3,800人［2005年推計]）が存在して
いることから，潜在的な消費需要も今後の経済成長の要因となることが予想
されている。すなわち現在生産されている製品が何れ中国国内の商品需要を
満たすと考えられる。例えば，－人当たりの銅消費量は，先進国では10～
（３）
125kg／年に対し，中国では約2.5kg／年とまだ大きな開きがある。銅は，イ
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表１中国及び牛要同の国内総生産と国内総生産成長率の変化
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ンフラストラクチャー及び生活用品などに広く利用されているものであるた
め，今後の中国国民の潜在的な資源利用量を推定する場合の指標になる。し
たがって，中国全体が経済成長すると仮定すると，資源需要の拡大は今後も
長いレンジで続くと考えられる。但し，経済成長で得られた資金は特定の富
裕層に集中していることから，健全な投資が行われないと今後の成長にブレ
ーキがかかることも懸念される。
（２）資源の確保
中国をはじめとするBRICS諸国の経済発展により，廃棄物から資源を分
離・精製するマテリアルリサイクルは資源供給源となっている。資源不足を
背景とした資源コストの高騰は，世界各地のマテリアルリサイクル業者にと
（４）
って強い追い風になっている。先進諸国でIま，非鉄金属など価値の高いもの
は，既に社会システムが効率化され，技術開発も進んでいる。しかし，マテ
リアルリサイクルの対象となる化学物質の含有量が少ないものや分離が複雑
なものは廃棄物となってしまう。そもそもマテリアルリサイクルはヴァージ
ン原料のように効率的な工程での材料の生産が困難であるため，分離・精製
が複雑な廃棄物資源（再生資源）に関しては人件費等経費が大きくなる。し
たがって，高度な分離を用いないで，手作業など手間が多くかかるマテリア
ルリサイクルは，人件費が安価な国で実施する方が有利となる。この結果，
中国など安価な労働力が存在する国への廃棄物資源の輸出が推進された。こ
の状況は，国際的な廃棄物の新たな移動を生み出している。非鉄金属の価格
は国際的にほぼ統一されているが，資源が不足している中国では比較的高額
で取引されている。労働力を安価にできるゆえに廃棄物資源を他国より高額
に買い取れるためである。したがって，日本をはじめ世界各国から廃棄物資
源を輸入できるようになり，大量の廃棄物資源が中国に集中するようになっ
た。この影響で日本，台湾などでは，マテリアルリサイクルの原料（廃棄物
資源）の調達が難しくなった。このため，効率的に原料が調達できる中国へ
進出する企業が増えてきている。将来，中国国内の需要がさらに高まること
と，高度な分離・精製技術を必要とするマテリアルリサイクルの需要が発生
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することも進出のメリットとなっていると言える。
中国有色金属協会再生金属分会の報告（2005年９月）では，「2004年に中
国では，廃棄銅，廃棄アルミニウムなど有色金属（非鉄金属）523万トンを
輸入しており，世界の廃棄有色金属の貿易量の30％を占めている｡」と発表
している。また「１トンの廃モーター，廃電線の処理コストが中国では１５ド
ルで行えるのに対し，米国など先進国は180ドルも必要である｡」ことも述べ
ている。その現状から「中国の労働資源，処理コストが先進諸国に比べ安価
であるため，廃棄物資源として廃棄銅を国外から有利に調達できる（機械で
処理しにくい廃棄物も人によって行えることから国際的に競争力を持ってい
（５）
ることも述べている)｡」としてし､ろ。
なお，中国政府は，世界各地でのエネルギー及び鉱物資源の確保を図り積
極的に投資を行っている。例えば，ザンビア（アフリカ中南部）では，中国
企業が独自で銅鉱山の採掘を始めているなど，具体的な海外進出が増えてき
ている。したがって，中国ではヴァージン材料とマテリアルリサイクル材料
双方の資源調達を積極的に図ることによって，急激な経済成長に対処してい
ると言えよう。
他方，レアメタル（中国は，埋蔵量，生産量共に世界トップ）に対する国
内産業の需要の高まりから，中国政府は2006年から輸出優遇制度を廃止し，
輸出を減少させる方針に転じている。この状況を踏まえて，国家環境保護総
局，中国商務部，税関総署は，2007年４月５日に「2007年加工貿易禁止類商
品目録」を公表し，ネオジムなど一部のレアメタルの輸出を禁止し，国内産
業の需要拡大に備えている。対して，わが国をはじめこれら資源を輸入して
いる国々にとっては，調達先の確保が困難になってくると考えられる。
（３）廃棄物の国際的な移動
廃棄物の形態，含有物は，極めて複雑であり，材料または化学物質毎の分
離作業は，多岐にわたる。マテリアルリサイクルの対象となる材料が比較的
安価で，大量に扱うことができない場合，利益が見込めなく自国で最終処分
するか，または安価な労働力が可能な国へ輸出されることになる。対して，
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図１廃棄物資源の国際的な移動
中国 ｂ曰く臣香港
(Iiiら
分離，抽出する化学物質によっては，非常に高度な技術が必要となるものも
ある。このような化学物質は当然高価なものに限られる。また，ある程度均
一の廃棄物や同じ形態・材質でできた廃製品に関しては，専用の機械が開発
され効率的な分離が可能となっている。その例としては，電線，古紙，特定
のプラスチックなどが挙げられ，人件費が高い先進国でもマテリアルリサイ
クル事業が可能である。しかし，中国では，前に示すように比較的高額で廃
棄物資源が購入できるため，それら材料でさえ世界中から集中的に集まって
きている。
廃棄物の輸入先は，欧州，米国，及び日本と考えられているが，様々なル
ートがある。しかし，中国政府では輸出先に関する`情報は現状ではあまり積
極的に把握しようとはしていない。廃棄物資源の輸入許可を発効している国
家環境保総局廃棄物輸入管理中心では，国内に持ち込まれる廃棄物によって
発生する環境汚染の防止を最優先しているため，輸入先国の量の把握に必要
性を持っていない。尤も輸入先国毎の廃棄物資源輸入量は，税関の持つ情報
で確認することができるが，国内の行政当局が入手するときでさえ有料とな
っている。
なお，中国は国士が非常に広いため汚染の再発防止など具体的な対応は，
（６）
国家保護総局では十分に対処できず，実際にＩま，地方の省，市，県の環境部
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局ｶｺﾞ実施している。
２環境保護
（１）有害廃棄物の国境を越える移動
中国では，1991年12月にバーゼル条約（BaselConventionontheCon‐
trolofTransboundaryMovementsofHazardousWastesandTheirDis‐
posal：正式名称有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関
するバーゼル条約）に批准し，さらに前に述べたように2001年にＷＴＯに
（７）
加盟したことで，廃棄物資源の輸入|こ関して国内法の整備と貿易の適正な管
理が国際的に求められることになった。
バーゼル条約では，有害物質の国家間での移動を禁止しているため，中国
では，廃棄物資源として輸入する際の規制を強化している。特に鉛及び油等
を含むものは，有害性があり，深刻な環境汚染の原因となるため注意してい
る。なお，現在バーゼル条約に基づいたアジア地域センターが，精華大学
(北京）に設置されており，輸入廃棄物による汚染対策に関しての検討や汚
染防止技術の研究Ｑ開発が行われている。
一方，わが国の家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）が施行
(2001年４月）されて以降，多くの家電関連廃棄物が中国に輸入されている。
しかし，有害物質が含まれることが多く，環境汚染の可能性があることから，
2002年８月15日に輸入が禁止になった。この禁止規制は，国家環境保護総局，
税関，対外貿易経済協力省の連名で発表された通達で，以下に示すような品
目（解体物，破砕物も含まれる）が対象となっている。
ビデオデッキ，ＣＤプレイヤーなど
携帯電話など移動通信システム
ビデオカメラ・デジタルカメラ
テレピ
プリント基板
エアコン
放射`性廃棄物（焼却用ボイラー）
冷蔵庫
コンピュータ類
ディスプレイ
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プリンター熱電子管，陰極管など
その他コンピュータ関連機器，部品集積回路・電子回路モジュール
電子レンジ複写機
電気炊飯器医療機器
電話機放射線応用設備
ファクシミリ・テレックス
わが国の有害廃棄物の輸出は，バーゼル法（特定有害廃棄物等の輸出入等
（８）
の規制に関する法律）第４条に基づき，外為法（外国為替及び外国貿易法）
第48条第３項によって輸出承認が行われている。当該手続きに従い，2006年
１年間にわが国において実際に輸出された有害廃棄物の量は，17,357トン
(2005年：6,766トン）であった。その詳細は次の通りである。
しかし，バーゼル条約に従い把握された有害廃棄物の移動の中には，中国
（９）
への輸出は全くなし､。廃棄物資源を輸入している中国では，有害廃棄物を含
んだ多くの廃製品が検出されており，わが国の輸出における管理が不十分で
あることがわかる。国際間の資源循環システムを推進するためには，廃棄物
表２バーゼル法に基づき把握されたわが国から輸出された有害廃棄物の量（2006年）
件数（件）
※［］内は，2007年の実績を示す。
※2005年以前に輸出承認を得たものを含んでいる。
※事前通告を行った案件で，輸出先国から輸入不同意又は環境保全上の条件付き同意の回答を得た
ものはない。
出典：環境省報道資料「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律の施行状況（平成18年）
について」（平成19年４月27日）に基づき作成
行政の手続き内容 規制重量総量（トン）
輸出承認の申請を受け，輸出相手国に対する事前
通告を行ったもの
2６
(25）
99,850
(79,350）
輸出相手国からの輸入の同意の回答を得て，経済
産業大臣が輸出の承認を行ったもの
1６
(15）
53,600
(44,180）
上記輸出承認を得たもののうち，実際に輸出が開
始され，経済産業大臣が輸出移動書類の交付をし
たもの
216
(101）
17,357
(6,766）
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の輸出入における不正な取引を取り締まらなければならないだろう。特に輸
出における有害物質の管理には，注意する必要がある。有害物質の輸出入の
管理は，製品の輸出で相手国の規制（環境法による規制，業界の自主規制）
に対処することが中心で行われている。近年では，国際的にはＥＵにおける
（10）
RｏＨＳ（RestrictionoftheuseofcertainHazardousSubstan）指令や
REＡＣＨ（RegistrationEvaluationandAuthorizationofChemicals）
（11）
規制に関する規制ｶｺﾞ注目されている。しかし，途上国へ輸出される廃棄物資
源に関しては十分な管理がなされているとは言えない。
中国国内では，ＥＵのＲｏＨＳ指令に並行して，中国版ＲｏＨＳと言われる
｢電子情報製品汚染制御管理弁法」が2007年３月１日より施行されている。
規制対象もＲｏＨＳ指令と同様に，鉛，カドミウム，六価クロム，臭素系難
燃剤の２種（ポリ臭化ビフェニール［PBB]，ポリ臭化ジフェニルエーテル
[PBDE]）が対象となっている。しかし，施行内容が不明確で，規制対象物
質は現在使用禁止とはなっていない。但し，規制対象物資を含有する場合の
製品への表示義務が定められており，漏洩しないことを保証する年数を示さ
なければならない。現在の規制は，第一段階とされており，将来予定されて
いる第二段階の規制では，規制対象物質の使用を回避できる技術を確立した
製品が「重点管理リスト」に登録されることになっている。この重点管理リ
ストに登録された製品を中国国内で販売するには，「中国強制製品認証制度
（12）
(CCC認証)」で定める認証マークを取得しなければならなくなる予定であ
る。なお，重点管理リストに登録されるためには，規制対象物質の含有濃度
が，カドミウムは0.01重量％，その他は，0.1％以下となっており（制限量／
しきい値)，ＲｏＨＳ指令の細則に準じている。
しかし，国際的に導入が進んでいるＭＳＤＳ（MaterialSafetyData
Sheet）制度やＥＵのＲＥＡＣＨ規制については，現状ではほとんど検討され
ていない。但し，残留農薬が中国国内でも問題になっている現状もあり，
POPS（PersistentOrganicPollutants）条約に対応するために，ＰＣＢ（ポ
リ塩化ビフェニル）やダイオキシン類など約4,000物質を取り上げ，検討を
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進めている。
（２）環境法による規制
中国では，近年，廃棄物の野焼きなど問題が深刻化したため，関連法規が
強化されている。環境関連法及び指針等規制は，複数の国家行政機関で作成
しており，全国人民代表会議によって作成されたものが最も強制力が大きい。
次いで，国務院，国家環境保護総局となる。国務院で作成されるものは，国
際条約に関連した国際法の整備に関したものが多く，ワシントン条約に対す
る「犀角と虎骨の取引禁止に関する通知」（1994年)，ウィーン条約（モント
リオール議定書）に対する「オゾン層破壊物質の段階的淘汰の国家計画」
(1993年)，ラムサール条約に対する「湿地生態保護活動の強化に関する通
知」（1994年）などがある。さらに，1992年の国連環境と開発に関する会議
で採択されたアジェンダ21に対して，国内の対応を定めた中国アジェンダ２１
も作られている。但し，有害廃棄物の国家間の移動禁止を定めたバーゼル条
約に対する「危険廃棄物のわが国への移転抑制の通知」（1994年）に関して
は，国家環境保護総局と税関によって作成されている。しかし，これらは，
法律ではなく，日本の中央官庁が作成する指針に該当すると考えられる。国
務院で制定される規制の名称も，決定，規定，意見，通達等の形式となって
いる。一方，国家環境保護総局は，環境保護管理方法を定めた規制を行う位
置づけとなっている。
対して，廃棄物に関して全国人民代表会議によって作成された「固体廃棄
物汚染環境防治法」（1995年）は，法律として制定されており強制力がある。
この他，水質汚濁防止に係る「中華民国共和国水汚染防治法」（1984年)，大
気汚染に係る「中華民国共和国大気汚染防治法」（1987年）は，細則（水質
：1989年，大気：1991年）も作られており，法律としての効力が備わってい
る。中国では，第１回全国環境保護会議が，1973年８月に北京市で開催され
て以来，環境保護の取り組みが国家的に進められている。その後，中国の環
境法の体系の枠組みを定めた「環境保護法（試行)」が1979年に制定され，
基本法が整備された。現在は，本法に基づいて，各種法律が整備されている。
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また，ドイツの「循環経済の促進及び廃棄物の環境保全上の適正処理の確保
に関する法律」（正式略称：循環経済廃棄物法，1996年10月施行）を参考に
した「資源循環経済法」（仮称）が2005年から政府で具体的に議論されてい
る。当該法は，中国全体の資源を循環させるための基本法で，2008年中に制
定の予定である。
（13）
水質汚濁防止に関しては，近年大事故ｶｺﾞ発生したこともあり，社会的な注
目が高まっている。余州市，蘇州市で制定された「余州市汚染物排出量申告
管理条例｣，「蘇州市水汚染物排出総量規制実施方法」など地方の条例による
環境規制も重要となってきている。条例では，その適用の範囲が柔軟となっ
ており，地域の特質に従って制定されているところに利点がある。
（３）汚染の現状
2006年６月に発表された中国環境保護総局「2005年中国の環境統計公報／
第10回５年環境計画（2001年～2005年)」では，中国国内において，省エネ
ルギー，汚染物排出設備の改善など汚染防止制御政策の進展が早まっている
ことが示されている。しかし，急激な経済成長は，資源・エネルギーの消費
を拡大させたため結果として汚染物の排出量が増加していると述べている。
次に各環境媒体・項目毎の情況について発表された概要を挙げる。
①水質汚濁
2005年の中国の排水排出総量は524.5億トンで前年より８７％増加した。そ
のうち工業排水排出量は，243.1億トンで前年より10.0％増加した。都市の生
活汚水の排出量は，281.4億トンで前年より7.7％増加した。都市汚水処理率
は，5199％に達し，前年より6.32％向上した。排水中のＣＯＤの排出量は，
1,414.2万トンで，前年より5.6％増加した。また，排水中のＮ－ＮＨ３の排出量
は，149.8万トンで前年より12.6％増加した。
②大気汚染
2005年の中国の排気のうち二酸化イオウの排出量2549.3万トンで，前年よ
り13.1％増加した。煤塵の排出量は，1182.5万トンで，前年より8.0％増加し
た。工業粉塵排出量は，911.2万トンで，前年より0.7％増加した。工業燃料
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から燃焼した二酸化硫黄の排出基準達成率と工業生産プロセスにおける二酸
化イオウの排出基準達成率が，それぞれ80.9％と71.0％になり，前年よりそ
れぞれ2.3％と11.6％向上した。
③廃棄物
2005年の中国の工業固体廃棄物の発生量は13.4億トンで，前年より12.0％
増加した。工業固体廃棄物の綜合利用率が56.1％で，前年より0.4％増加した。
また，工業固体廃棄物の排出量は，1654.7万トンで，前年より6.1％減少した。
④自然保護
2005年の末までに，中国ではすでに国家レベルの生態モデル区233ヶ所，
全国環境美しい郷鎮178ヶ所を指定した。各種類のタイプで，違うレベルの
自然保護区が2,349ヶ所設置された。この総面積は，14,994.9万ヘクタールで，
国土面積の約15.0％を占めた。
⑤環境投資
工業汚染源の制御投資額は，458.2億元で，前年より48.7％増加した。その
うち排水制御用の投資額が133.7億元で，排気制御用の投資額が213.0億元で
ある。前年よりそれぞれ26.6％，492％増加した。
以上のように中国国内では，環境保護の取り組みが年々向上しており，社
会的な関心も高まっている。海外から輸入される廃棄物資源のマテリアルリ
サイクルの工程で発生する環境汚染に対しても今後法律による規制が強化さ
れると考えられる。
（４）廃棄物資源の輸入規制
中国では，資源不足からマテリアルリサイクル事業は活発に行われている
（14）
が，急激1こ拡大している需要を満たすために，野焼きなど違法な処理による
金属分離が多発している。野焼きでは，有害なばい煙の発生の際にダイオキ
シン類も生成されることもあり，社会的にも問題となっている。
国内の廃棄物の処理・処分に関した汚染対策については，「固体廃棄物汚
染環境防治法（1995年施行)」で対処している。輸入廃棄物に関しては，当
7８
該「固体廃棄物汚染環境防治法」に基づいて特別に作成された「廃棄物輸入
の環境保護管理臨時規定」（1996年制定，施行）で規制している。当該規定
は，1996年に国家環境保護総局等５つの関連官庁共同で作成されており，所
管は国家環境保護総局が行っている。規定内容は，中国国内に存在するマテ
リアルリサイクル業者に対して，海外から廃棄物資源（廃棄物であるが再生
利用できる原料が含まれているもの）を輸入する際の量の上限を定め，事前
の届出を要求している。企業規模に応じて，対象材料（製品）毎に輸入量が
定められ，提出された届出書類に基づき，北京市にある国家環保総局廃棄物
輸入管理中心によって審査されている。この審査に合格したものに許可が与
（15）
えられ（許可書交付)，マテリアノレリサイクル事業が可能となる。この許可
は，毎年審査され’年毎に交付される。また，当該規定の施行と同時に，国
家環境保護総局と国家質量監督検査検疫総局によって「原料として固体廃棄
物を輸入するための環境保護制御標準」が廃棄物資源の種類毎に発表されて
おり，2005年に更新されている。この規制は，処理能力を超えて行われるマ
テリアルリサイクル事業を防止し，環境汚染を防ぐことを目的としている。
別途，中国における零細企業（個人業者）も含めた廃棄金属を回収する事業
者全体を政府で管理するために，「再生資源回収管理弁法」を2007年３月２７
日に公布し，５月１日より施行している。この法律ではγ生産蝋性廃棄金属及
び非生産性廃棄金属を回収する事業者は，工商行政管理期間に登録が義務づ
けられ，営業許可書の取得後15日以内に所管の県の人民政府公安機関にも登
録しなければならない。廃棄物資源の輸入業者も当該法の対象となることも
予想され，政府による管理システムが複雑化していると考えられる。
しかし，当該法規制を担当している国家環境保護総局固体廃棄物有毒化学
品管理所の担当者は1名のみで，輸入廃棄物資源リサイクル事業許可書を交
付している国家環境保護総局固体廃棄物管理中心も数名の職員で業務を行っ
ている状況であることから，中国の複数の地域で輸入される廃棄物資源を厳
密に把握・管理するには至っていない。また，「廃棄物輸入の環境保護管理
臨時規定」に，許可申請書類の未提出等に関して特に罰則が設けられていな
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いため，違法業者の摘発による汚染防止効果は低い。したがって，マテリア
ルリサイクル業者に対して，環境汚染の防止について直接指導しているのは，
地方の環境保護関連部門である。当該部門では，リサイクルエ程で発生する
排出物や廃棄物による汚染の再発防止に尽力しており，特にバーゼル条約で
規制されている有害物質や油が含有している廃棄物や合金（有害物質含有金
属）の輸入防止の管理などを徹底し，省によっては独自で汚染防止のガイド
ラインも作成し，リサイクル業者を規制しているところもある。但し，輸入
国別の輸入品管理など予防策までは行っていない。
他方，政府の政策としてマテリアルリサイクルを集中的に行う地域（天津
市，上海市，江蘇省太倉市，漸江省［比較的小規模な工場が集中している］
寧波［ニンポー］・鎮海，漸江省台州市，広東省南海市，福建省小璋州）を
指定し，マテリアルリサイクル技術レベルの向上と資源供給市場の安定化も
図られている。
３台湾との関係
（１）経済的な関係
台湾は，中国と政治的には不安定な状況であるが，経済的には密接な状況
にある。1950年以降，米国（中国と対立）から軍事及び経済支援を受け，急
激な経済成長を遂げている。しかし，1960年以降，台湾の国民政府が中国を
（16）
代表する政権として国際連合に加盟していることに国際的に非難が高まった。
この国際的な情勢を受けて，国連総会は1971年に中国（中華人民共和国）を
国際連合への加盟を承認し，台湾は国際連合の議席を失っている。その結果，
台湾は国際的に独立国家として認められなくなった。その後，中国は，多く
（17）
の国と国交を結び，それとは逆に台湾と国交を断交する国力i増えている。し
かしながら台湾は1970年以降，ＥＵ諸国，米国，日本と貿易を盛んに行い，
経済面は順調に成長している。主要な産業は，電子部品，コンピュータ関連
機器，石油化学関連など多岐にわたり，技術レベルも高い。
近年は，数年前からの国際的な不況の影響がまだ残っており，台湾国内で
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Iま未だ景気は低迷している。多くの企業は，急激な経済成長が続く中国への
進出の意欲が強く，投資が集中している。この傾向に対して2006年６月には
台湾政府経済部は，「中国との貿易額が急激に増加していることを懸念し，
特定の国や地域へ過度に集中するのを防ぎ，各国の貿易のバランスの維持を
協調する」ことを発表している。
（２）日本，台湾，中国
わが国では，1950年代から1960年代に環境保全を軽視した工業生産を行い，
急激な経済成長を実現した代償として多くの悲惨な公害事件を発生させた。
台湾でも約10年遅れで，日本と同様に経済成長の影で多くの公害問題を発生
させた。国際的な貿易港を擁する高雄市を中心に工業化が進み，わが国から
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も多くの企業力i進出した。
その後環境法が整備され，現在はかなり改善されている。工業生産の多く
は，前述の通り安価な労働力が得られる中国へ移転されている。日本の企業
も先を争って中国へ進出しており，中国の経済動向が日本及び台湾経済へも
大きな影響を与えるようになった。しかし，中国では，日本，台湾と同様に
経済成長を優先したため，国内で深刻な環境汚染が発生しており，環境汚染
が繰り返されている。
（３）台湾のマテリアルリサイクル
鉄，ステンレス，銅，アルミニウムなど資源の国際的な高騰を受けて，台
湾国内では廃棄物資源の回収が急激に注目されている。特に再生資源用の廃
電線など非鉄金属類（銅，アルミニウム）については，高値で取引されるた
め窃盗事件が多発している。現在使用している設備の材料まで盗まれるよう
になり，使用中の送電線を盗もうとした者が感電死する事件も発生し社会問
題化している。廃棄物資源回収業は，ほとんどで現金取引を行っているため，
（19）
違法な取弓lも発生している。このような事態に対処するために台湾環境省で
は，2006年にマテリアルリサイクルに関連した業者の調査・査察を行ってい
る。調査は，台北懸の廃棄物資源の回収業者が密集する地区をはじめ全国の
回収業者，マテリアルリサイクル業者を対象に実施された。
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また，台湾におけるマテリアルリサイクル全般を規制している「資源回収
（20）
リサイクノレ法」では，再生または回収可能な地域を指定している。例えば，
台北市では，マテリアルリサイクルをはじめ廃棄物回収業も営むことができ
ない。このため隣接する台北懸で回収が積極的に行われている。しかし，マ
テリアルリサイクル事業は禁止されているため，回収品の多くは台湾南部の
（21）
高雄市の大發工業区（特ＢＩ工業区）または高雄県の回収・再生業者に運ばれ，
リサイクル処理，または処分されている。「資源回収リサイクル法」には，
厳しい罰則（罰金等）も定められており，廃棄物処理に関する違法行為は，
廃棄物整理法で行政処分される。また，盗難品の隠避なども廃棄物整理法に
基づき，罰金，刑事告訴がなされ，５年以下の懲役刑も科される。違法なマ
テリアルリサイクル防止に関して台湾国内では法律によって厳しく管理され
ている。上記台湾環境省の調査・査察は，厳しい法規制に基づいていること
から台湾全国のマテリアルリサイクル関連業者には極めて深刻に受け取られ
た。この調査結果に基づき情報把握の管理が必要とされ，材料の使用・廃棄
についてメーカーなどにも報告義務が強化されている（端材の量に関しても
政府への報告の義務がある)。回収品（廃棄物資源）の中には窃盗品も数多
く含まれたため，報告強化は，それらの排除も重要な目的の一つである。廃
棄物資源の流通管理を高め，違法な取引を防止するこの規制は，有効に機能
している。
しかし回収された廃棄物資源の多くは，比較的高額で販売が可能な中国へ
輸出されており，台湾国内ではマテリアルリサイクル原料が不足しているの
が現状である。廃電線などの海外からの輸入は，「資源回収リサイクル法」
によって2005年まで禁止されていたが，2006年から再開されている。しかし，
台湾企業を介して中国に販売されてしまうものもあり，国内の廃棄物資源調
達の需要を満たすには至っていない。このため台湾の多くの資源再生業者は，
（22）
廃棄物資源が集中し安価な労働力ｶｺﾞ得られる中国へ事業所を移転させている。
現在移転を計画中のところも多い。多くの台湾企業の中国への進出先は，寧
波（ニンポー）であるが，最近は，太倉（中国政府が指定しているマテリア
中国における廃棄物再生の現状と課題（勝田）８３
ルリサイクル地区）へも進出している。但し，中国におけるマテリアルリサ
イクル関連業者の環境汚染を懸念しており，民間または政府の支援により実
態調査もなされている。一方，台湾国内のマテリアルリサイクル業者は，技
（23）
術開発力を高め高付加価値なリサイクノレ事業への転換が始まっている。台湾
政府も高度な分離や再生のための研究・開発を支援している。例えば，
LED（LightEmittingDiode）の分離や自動車触媒の分離（白金族の物質
が多い：白金やロジウムなど）を進めている。また，回収分離した材料を用
いて，製品を製造し商品の付加価値を高めることもなされている。無機材料
などを利用した建設材料やポリカーボネートなどを利用したブランクＣＤ
(CompactDisc）の製造販売などが既に事業化され，わが国にも販売され
ている。
中国のマテリアルリサイクルに関わる政策
１マテリアルリサイクルによる資源の確保
中国では，資源の莫大な需要を満たすために，政府主導による安定供給の
ための様々な取り組みがなされている。2003年12月に中国国務院が公表した
｢中国鉱産資源政策」では，①「政府は，中国企業が国外における探査・開
発に取り組むことを奨励する｡」②「鉱物資源に対する中国国内における探
査・開発活動の水準が低いため，西部地区を中心として，探査を促進し，国
内の資源供給能力を高める。また，外国企業による探査・開発投資を拡大す
るため，投資環境を改善する｡」③「鉱物資源の総合的な利用を進めるため，
資源リサイクルを奨励するとともに，省エネルギー・省資源を進める。戦略
鉱物資源の備蓄を確立する｡」④「鉱物資源開発による環境汚染問題に対し
て，鉱山・製錬業の環境保全対策の強化を図る゜」ことが示されている。資
源確保のためにマテリアルリサイクルが政策上重要な項目であることが理解
できる。
また，2005年４月に日本，中国，韓国共同で東京で実施された「３Ｒイニ
シアティブ」では，「３Ｒイニシアティブ閣僚会議議長総括」が採択されて
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いる。当該総括では，再生資源と廃棄物の区別，開発途上国への廃棄物の移
動，再生資源や廃棄物の適正処理の監視に関する国際協力の強化，廃棄物の
違法な輸出入の防止などが述べられている。マテリアルリサイクルが重要な
施策であっても，環境汚染の防止のために適正管理を行っていくことが必要
であることが再確認されている。
さらに，2006年３月14日に第10期全国人民代表大会の承認を得た「第11次
（24）
５カ年計画」で(よ，重要な政策の一つとして「省資源（節約)，環境保護」
が取り上げられており，今後も中国政府がマテリアルリサイクルを推進して
いくことが予想される。漸江嘉興学院の推定によると，「中国でごみの分別
回収業務を従事する人は，少なくとも2000万人が存在する｡」とされており，
これら業務の合理的な管理と法規制整備が必要になると思われる。特に，わ
が国からも大量の廃棄物資源の輸出がある電子部品（基盤など）等が分別・
回収されている広東省，漸江省の台州は，廃棄物に含まれる有害物質による
汚染が懸念されている。また，中国では，2005年の非鉄金属の総生産量の
1800万トンのうち約20％以上が再生品であるとの政府報告もあり，「第11次
５カ年計画」に基づき国家発展改革委員会では，廃金属類のマテリアルリサ
イクル（再生金属）の全生産量に対する目標割合を，銅は35％，アルミニウ
ム25％と定めている。
中国有色金属協会再生金属分会では，「全世界では1960年から2004年まで
に約4.2億トンの銅を消費し，中国では，1974年から2004年までの中国で累
積された銅の消費量が3,149万トンある｡」としている。さらに，この中国国
内で蓄積された銅が廃棄された場合，「85％の回収率でマテリアルリサイク
ルが実施されると仮定すると，廃棄銅の全蓄積量が2,676万トンとなり，今
後漸次市場で再生利用されていくこととなると，2010年には中国国内で再生
利用される廃棄銅は約76万トン，2020年には107万トンに及ぶ」と予想して
いる。なお，この推定では，銅の使用周期を30年として計算している。この
廃棄銅利用推定の詳細を次の表に示す。
また，中国有色金属工業協会再生金属分会の報告（2005年）によると，
中国における廃棄物再生の現状と課題（勝田）８５
表３中国の廃棄銅の資源量の予測
資料出典：中国有色金属工業再生金属分会（報告(2005)年）
｢2004年に中国の回収利用した廃雑銅が116万トン（輸入された廃棄物資源の
回収も含む）で，銅の消費量の28％を占め，2003年より14％増加した（但し，
銅加工と銅製品生産工場から直接に回収利用した残料と不良品を含めていな
い｡)。2004年に中国国内で回収した廃棄銅が36万トンで，輸入した銅を含め
る廃棄銅が396万トン（金属量換算80万トン：2003年と比較すると輸入量が
25％増加している）だった。なお，銅精鉱石の輸入増加が８％，電解銅の輸
出増加が８％と示しており，電解銅の輸入が12％降下したことも述べている。
他方，ポルトガル・リスボンで行われた国際銅研究会（国際銅研究グルー
プ／ICSG）の事務局による2006年から2007年の銅需要の見通し（日刊金属
平成18年11月７日1頁より）では，「中国の銅地金需要の増加は，2005年の
９％から2006年では1.8％と大幅に減速すると見込まれている｡」と述べてお
り，この地金需要の減速は，「備蓄の放出と企業の在庫取り崩し及びスクラ
ップ原料の利用増があった」と推測している。統計値には，スクラップ原料
の利用すなわちマテリアルリサイクルの数量が捕捉されていないため，推測
としている。国際的には，2005年に約10万トンの供給不足であったのが，
2006年には24万トン，2007年には18万トンが供給超過となる可能性が指摘さ
れている。廃棄物資源による銅の回収・再生は，地金生産に大きな影響を与
えており，回収システムが整備されていくことにより，今後さらに大きく影
響してくることが予想される。しかし，国際的に地金生産が供給過剰になる
と，価格が下落することも予想され，安定した製造システムが構築されてい
るヴァージン品への需要が高まことも考えられる。
年分 廃銅（万トン） 再生銅の産隼量（万トン）
2005 2,926 5０
2010 4,600 7６
2020 6,200 107
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２サーマルリサイクルの可能性
中国でのリサイクルは，現在マテリアルリサイクルが中心であり，サーマ
ルリサイクルはあまり行われていない。先進国におけるサーマルリサイクル
は，マテリアルリサイクルでは利益が確保できないプラスチックや古紙など
について行われているが，中国ではこれらは手分別等によって再生利用が主
に行われているためである。しかし，今後適正な焼却処理が進められる際に，
サーマルリサイクルが注目される可能性が高い。現在は，埋立など最終処分
されている廃棄物の量が行政によって正確に把握されていないが，今後廃棄
物の減量化のために廃棄物の焼却処分の必要性も高まってくることが考えら
る。都市及びその周辺においては，定期的に大量の廃棄物の発生が予想され
るため発電や熱利用の可能性も高い。
他方，2007年６月オランダの政府系研究機関「環境評価局」（ＭＮＰ）は，
主要な温室効果ガスである二酸化炭素の排出量について中国が世界で最も多
くなったことを示す分析結果を発表している。ＩＥＡ（InternationalEnergy
Agency）でも，2010年頃中国の二酸化炭素の排出量が米国の排出量を上回
る見通しを示している。今後，中国における二酸化炭素の排出抑制が国際的
に要求されることが予想される。このような状況を踏まえて廃棄物のサーマ
ルリサイクルは，京都メカニズムの一つであるＣＤＭ（CleanDevelopment
Mechanism）を実施する可能性が発生する。中国におけるＣＤＭの実施は，
中華人民共和国国家発展と改革委員会，中華人民共和国科学技術部，中華人
民共和国外交部によって制定された「CDMの運行管理暫定方法」（令第10
号）（2004年６月30日施行）に従わなければならない。したがって，中国政
府の管理が強いプロジェクトとなることが予想される。サーマルリサイクル
の推進は，中国政府の政策に強く影響を受けることとなるだろう。
四まとめ－課題とわが国の取るべき対応一
中国における廃棄物再生のリサイクルの現状を踏まえ，今後の課題とわが
中国における廃棄物再生の現状と課題（勝田）８７
国の取るべき対応案を次に述べる。
①中国国内のマテリアルリサイクル市場変動の把握と対処
中国国内に，現在金属・非鉄金属資源を中心に資源が蓄積されており，将
来国内から発生する廃棄物再生資源によって，多くの需要が満たされる可能
性がある。その結果，現在輸入している廃棄物資源の量が減少する可能性が
ある。多くの廃棄物資源を中国に輸出しているわが国にとっては，輸出でき
なくなった廃棄物資源の合理的な再生利用または処理処分を事前に検討して
おく必要がある。特に家電リサイクル法をはじめ複数のリサイクル法に関し
て直接影響が予想される。
②廃棄物資源のリサイクルの管理・把握
わが国から排出された廃棄物資源がどのように中国に輸入され，どのよう
な処理処分がなされているのか，両国政府とも正確に把握していない。この
対処としてトレーサビリティ・システムの構築が必要である。中国における
適切な再生処理・処分までを確認することによって環境リスクが低い，合理
的なリサイクルが可能となると考えられる。
③野焼き等環境汚染の影響
廃棄物資源に含まれる物質を調査し，野焼き等違法処理された場合の環境
影響（環境リスク［ハザードと排出量]）を調べる必要がある。
④中国の将来経済変動に対する対処
中国の経済発展は，極めて急激なものであり，ＧＤＰの額が急激に増加し
ている。資金の集中を背景に世界の資源及び廃棄物資源を莫大に輸入してい
るが，経済的ゆがみによる非意図的な事態も考えられ，現在の国際的なマテ
リアルリサイクルシステムが変化することも考えられる。行き場が無くなっ
た廃棄物が発生しないようにグローバルな視点で事前検討を行っておく必要
がある。
⑤中国におけるマテリアルリサイクルに関する法規の動向把握
「固体廃棄物汚染環境防治法」（1995施行）に基づいて特別に作成された
｢廃棄物輸入の環境保護管理臨時規定」は，わが国からの廃棄物資源の輸出
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に大きく影響を与えるため，その規制状況を把握しておく必要がある。また，
現在中国政府が検討している中国全体の資源の循環を規制する資源循環経済
法（仮称）は，今後の中国のマテリアルリサイクル事業に大きく影響するた
め，わが国の方法との比較を行い，合理的な対処を事前に検討する必要があ
る。
(1)ＷＴＯでは，「環境と貿易に関する委員会（ＴｈｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＴｒａｄｅａｎｄＥｎ‐
vironment；ＣＴＥ)」が設置され，持続可能な開発を促進するために貿易措置と環
境保全措置の関係についての明確化が図られている。
（２）ＯＥＣＤ（OrganizationforEconomicCooperationandDevelopment）の環
境委員会によって1972年に採択された「汚染者負担の原則」でも，「環境汚染・環
境破壊を防止する費用，修復する費用は，汚染者がこれを支払うべきであること」
が定められている。工業生産において環境汚染防止が図られなかった場合，生産
品のコストが不当に安価になるため，貿易に不公平を生じることが懸念された。
（３）日刊金属平成18年10月17日１頁。
（４）中国，台湾では，マテリアルリサイクルの対象として「五金」（廃棄物は，廃
五金）と言われている。そもそもの意味は，「金，銀，銅，錫，鉄の五つの金属」
を意味しているが，金属の総称（または金物の総称）として用いられている。場
合によっては，「金具，自由取り付け金具」を意味する。
（５）新華社（2005年９月26日）「新華岡安徽頻道：中国の廃銅市場の現状と展望分
析｣。
（６）中国の行政区分は以下のようになっている（2002年現在)。
①一級行政区：２３省（日本の都道府県に類似）
省の下部機関；二級行政区（332地区）
二級行政地区の下部組織；三級行政区（2860県)，末端下部組織郷，鎮
②特別行政区：香港，マカオ（高度の自治権）
③直轄市：４市（北京市，天津市，上海市，重慶［チョンチン］市）
市直轄区；830区
④自治区：５自治区（モンゴル自治区，寧夏回［ニンシアホイ］族自治区，新彊
［シンチアン］ウイグル自治区，チベット自治区，広西壮［コヮンシ
ーチワン］族自治区（族自治区）
（７）中国がＷＴＯに加盟したことによって，今後の課題として次の項目が注目さ
れている。
①国際貿易がますます盛んとなるため，経済が発展し，資源・エネルギー消費が
加速され，環境汚染問題が一段と深刻化することが懸念される。
②ＷＴＯ加盟国とのハーモナイゼーションをはかるため，企業におけるクリーナー
プロダクションや，環境マネジメントシステムによる環境保全活動の推進，
中国における廃棄物再生の現状と課題（勝田）８９
ＬＣＡ（LifeCycleAssessment）などの推進が必要となる。
③環境品質や，環境を考慮した生産活動を証明できる環境モニタリング情報の公
開が要求される。
（８）有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約に
基づいて整備されたわが国の国内法である。国内での処理処分については，「廃棄
物の処理及び清掃に関する法律」及びその特別法で規制されている。
（９）「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律」に基づいて有害廃棄物を
わが国から輸出した先は，ほとんどが韓国で，その他は，米国，ベルギーである。
輸出された有害廃棄物は，韓国には，鉛スクラップ（鉛蓄電池）または鉛津，鉛
灰，米国には，ニッケルスラッジ，ベルギーには，ハンダ屑で，全てが金属回収
を目的としている。
(10）ＲｏＨＳ指令では，2003年２月に発効（国内法，行政規則整備の期限は2004年
８月［原則]）したＥＵ指令で，電気電子機器製品に関して６種類の化学物質を使
用禁止物質としている。2007年７月に全面施行となり，世界的に影響を与えた。
使用禁止規制の対象となっている６物質については，濃度基準によって規定が定
められている。また，特別の事↓情がある製品については例外事由が認められてお
り，複数の製品が承認された。
(11）ＲＥＡＣＨ規制とは，2007年８月施行（予定）のＥＵ規制で，リスク評価が遅
れている約30,000物質の既存物質について安全性の事前調査を企業に義務づけたも
のである。この調査はこれまで行政によって行われてきたものだが，これからは
企業の負担，いわゆる社会的コストとして費やされることになる。ＯＥＣＤでも
1992年から「高生産量化学物質点検プログラム」を実施しており，2020年までに
5,000物質を調査する予定であるが，2005年時点で330物質しか確認されていないた
め，あまり期待されていない。ＲＥＡＣＨ規制による`情報が整備されれば，今後の
化学物質の安全対策にとって非常に有効な情報が整備されることとなる。
(12）「中国強制製品認証制度（CCC［ChinaCompulsoryCertification］認証)」
は，2001年12月３日に公布された「強制的製品認証管理規定（AQSIQ2001年５号
公告）で基本的な内容が規定され，罰則等も定められている。また，ＣＣＣマーク
の具体的な運用については，「強制的製品認証マークの管理規則（CNCA2001第１
号公告)」に定められている。ＣＣＣマークは，2003年８月１日より開始されている。
このＣＣＣ制度では，消費者の身体や動植物安全の保護，環境の保護，国家の安全
を目的に製品合格評定が実施され，合格品にはＣＣＣ認証マークが与えられる。こ
のマークがない指定品目は，中国内外の生産工場または企業に関係なく，中国国
内で生産品あるいは輸入品の何れも，中国国内での輸入・販売ができない。対象
とされる製品は，電気・電子製品，自動車関連製品，農業機械，ラテックス（ゴ
ム）製品で，2005年９月現在で，２０種類135品目となっている。
ＣＣＣ認証の関連法には，「中華人民共和国標準（規格）化法」（ISO，ＩＥＣ規格
への整合性等が図られている)，「中華人民共和国輸出入製品検験法（検査法)」
（輸入品に対してＣＣＣマーク付与の根拠となっている)，「中華人民共和国製品品
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質法」（CCC認証制度が中国で流通する製品の品質を保証する基本的な制度であ
る）がある。
(13）2005年11月１３日「松花江汚染事件」では，吉林石油化学集団のベンゼン製造
工場が爆発し，約100立方メートルのベンゼン類（ニトロベンゼン）が松花江
（河）に流出し，吉林省，黒竜江省，及びロシアにわたる地域が環境汚染した。ハ
ルビン市の約300万人の住民が数日断水となってしまった。
(14）野焼きは，廃棄物資源の有機物を焼却（酸化）し，気化（正確には昇華；二
酸化炭素など）することによって，金属部分を取り出すことを目的として行われ
ている。不純物が多く残留するため，余り質の良い材料とはならない。しかし，
金属材料が不足している中国では，需要が多く，簡単に利益を生み出す方法とし
て行われている。電線のように単一の金属（銅またはアルミニウム）がある場合
に実施される可能性が高い。また，有機物にイオウや窒素が含まれているとイオ
ウ酸化物，窒素酸化物が含まれ，酸性雨や光化学オキシダントなどの原因となる。
その他有害物質が混入されているとさらに有毒な酸化物を生成する可能性もある。
(15）中国国内では，リサイクル材料の価格が高い有色金属（非鉄金属）に関して
盛んにマテリアルリサイクル事業が行われている。有色金属（非鉄金属）は，「原
料として固体廃棄物を輸入するための環境保護制御標準」（中国政府）では，「第
７分類（ケーブル，モーター，五金)」に分類されており，「廃棄物輸入の環境保
護管理臨時規定」によって中国環境保護総局に許可されている会社は，2006年１１
月現在で505社ある。しかし，2006年１月から11月までに既に数社の違法行為が発
覚し，許可が取り消されている。
(16）国民政府（国号は中華民国）の首都は公式には中国の南京としているが，実
質的には台北となっている。地方の行政区分は，次のようになっている。
県：１６県には県轄市，鎮，郷がある
省轄市：５（基隆［キールン]，新竹［シンチュー]，台中［タイチョン]，嘉義
［チアイー]，台南［タイナン]）
行政院直轄：２（台北，高雄［カオシュン]）
(17）台湾と国交を結んでいる国は，2001年１月現在で２８ヵ国である。米国は，
1979年に中華人民共和国と正式に国交を回復し，台湾との国交を断絶した。
(18）2006年末現在で高雄市周辺にわが国から進出している企業は，314社［日本企
業100％出資は，116社］（交流協会高雄事務所資料より）となっている。
(19）廃棄物資源回収業者の事務所は，監視カメラなどが整備されており，敷地内
は「常時監視」されている。事務所も受付に鉄格子が備えられているところが多
い。
(20）台湾の「資源回収リサイクル法」は，「自然資源の使用の節約，廃棄物発生の
抑制，資源再生利用の促進，環境負荷の低減，資源の循環利用の社会の構築」を
目的としている。規制の構成は，①物質（製品)，②製品表示，③グリーン設計，
④制限または使用禁止，⑤過剰包装の禁止に渡っており，「①物質（製品)」で，
「再生資源・リサイクル」が定められている。細則として1.規定外リサイクルの処
中国における廃棄物再生の現状と課題（勝田）９１
罰（廃棄物)，２再利用，再生利用できない（廃棄物)，３.輸出入（再生資源項目，
輸出入再生資源項目の制限，輸出入再生資源項目の禁止）が規制されている。ま
た別途，罰則が定められている。
(21）大發工業区（特別工業区）には，以前日本のマテリアルリサイクル業者の事
業所もあり，日本からの廃棄物資源も再生されていた。しかし1980年代に銅のマ
テリアルリサイクルエ程などから多くの廃液がそのまま排出され，環境汚染が深
刻となった。その後，廃棄物清理法などで厳しく規制され，現在はリサイクルエ
場には公害防止設備が完備されている。また以前は，廃棄物資源から分離したプ
ラスチック（PVC）も再生（スニーカーの靴底等に利用）され，またポリエチレ
ンは油化され，サーマルリサイクルがなされていた。しかし，それら事業者は中
国に移転し事業を行っている。
(22）米国，欧米から廃棄物資源を輸出している会社は，台湾など中国に再生工場
がある会社と契約し，中国で処理しているケースが多い。但し，再生品は，全て
中国企業に売却されている。
(23）例えば，台湾の電線リサイクル事業者は，約十年程度前までは欧州のメーカ
ーの分離・再生設備を導入していたが，現在では自社で設備・機器を開発し，事
業を行っている。電線のマテリアルリサイクル，及び回収・処理機器・設備を販
売している企業もあり，国内外（台湾，中国［上海]，米国，欧州，インド）に販
売している。当初は中国では，これら高価な機器・設備は導入されなかったが，
近年では販売が広がっている（中国へ進出した台湾のリサイクル事業者への販売)。
なお，台湾では銅の精錬はやっていないため，中国で精錬が行われている。
(24）第11次５カ年計画とは，中国政府による2006年から10年を目標期間とする政
策のことで，「内需拡大｣，「産業構造最適化｣，「省資源（節約)，環境保護｣，「イ
ノベーション｣，「改革・開放深化｣，「人間本位」が「６つの立脚」として示され
ている。
(25）英石油大手ＢＰ社のエネルギー消費データなどをもとに，石油や石炭などの化
石燃料を燃やして出る二酸化炭素と，工業生産の過程で生じる二酸化炭素の代表
例であるセメント生産分の二酸化炭素とを合わせて算出した結果である。中国の
化石燃料分は約56億8000万トン，セメント分が約５億5000万トンで合計約62億
3000万トンと示され，米国は合計約58億トンと示された。中国の化石燃料分の排
出量が前年比で8.7％増えたのに対し，米国は14％減少した結果が反映した。
